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【表紙写真：金作原（奄美市提供）】
奄美大島の中でも比較的高齢の照葉樹林が残っている場所で、奄美固有の希少野生動植物が
生息しています。世界遺産の推薦地にも指定されており、眼前に巨大なヒカゲヘゴが覆いかぶさる
光景は圧巻です。
多人数利用等による自然環境の負荷の軽減を図るともに、質の高い自然体験の提供を図るため、
認定ガイド同行等の利用ルールの試行が行われている場所でもあります。
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１１．．独独立立行行政政法法人人奄奄美美群群島島振振興興開開発発基基金金のの概概要要

○○設設 立立

本基金は、奄美群島の本土復帰（昭和 年 月 日）に伴い、奄美群島振興開発特別措置法（昭

和 年法律第 号）に基づき昭和 年９月 日に設立されました。

その後、特殊法人等整理合理化計画（平成 年 月 日閣議決定）に基づき、平成 年 月１日

に「奄美群島振興開発基金」は解散し、「独立行政法人奄美群島振興開発基金」が設立されました。

○○目目 的的

奄美群島における産業の振興開発を促進し、群島経済の発展に寄与するため「振興開発計画に基

づく事業に伴い必要な資金を供給すること等により、一般の金融機関が行う金融を補完し、又は奨

励すること」を目的としています。

○○主主務務大大臣臣

国土交通大臣、財務大臣

○○創創業業経経過過

昭 ．９． 設立 奄美群島復興信用保証協会・・・・・保証業務

昭 ．３． 改称・業務追加 奄美群島復興信用基金・・保証業務・融資業務

昭 ．４．１ 改称 奄美群島振興信用基金

昭 ．４．１ 改称 奄美群島振興開発基金

平元 ４．１ 業務追加 同上・・・・・・・・・・・・・保証業務・融資業務・出資業務

平 ． ．１ 設立 独立行政法人奄美群島振興開発基金

平 ．３． 出資業務を廃止（特殊法人等整理合理化計画）

（参考）：奄振法と基金

奄 美 群 島 振 興 開 発 計 画

奄 美 群 島 振 興 開 発 基 金

奄美群島振興開発特別措置法

奄美群島振興開発基本方針

保 証 融 資

振興開発計画に基づく事業を行

う民間事業者等

国の財政上

の特別措置
各種施策

の推進

公共事業等の国土交通省

一括計上・国庫補助率嵩上

げ、奄美群島振興交付金等

地域の特性に応じた施策

出
資
・
貸
付

国
・
地
方
公
共
団
体
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１１．．独独立立行行政政法法人人奄奄美美群群島島振振興興開開発発基基金金のの概概要要

○○設設 立立

本基金は、奄美群島の本土復帰（昭和 年 月 日）に伴い、奄美群島振興開発特別措置法（昭

和 年法律第 号）に基づき昭和 年９月 日に設立されました。

その後、特殊法人等整理合理化計画（平成 年 月 日閣議決定）に基づき、平成 年 月１日

に「奄美群島振興開発基金」は解散し、「独立行政法人奄美群島振興開発基金」が設立されました。

○○目目 的的

奄美群島における産業の振興開発を促進し、群島経済の発展に寄与するため「振興開発計画に基

づく事業に伴い必要な資金を供給すること等により、一般の金融機関が行う金融を補完し、又は奨

励すること」を目的としています。

○○主主務務大大臣臣

国土交通大臣、財務大臣

○○創創業業経経過過

昭 ．９． 設立 奄美群島復興信用保証協会・・・・・保証業務

昭 ．３． 改称・業務追加 奄美群島復興信用基金・・保証業務・融資業務

昭 ．４．１ 改称 奄美群島振興信用基金

昭 ．４．１ 改称 奄美群島振興開発基金

平元 ４．１ 業務追加 同上・・・・・・・・・・・・・保証業務・融資業務・出資業務

平 ． ．１ 設立 独立行政法人奄美群島振興開発基金

平 ．３． 出資業務を廃止（特殊法人等整理合理化計画）

（参考）：奄振法と基金

奄 美 群 島 振 興 開 発 計 画

奄 美 群 島 振 興 開 発 基 金

奄美群島振興開発特別措置法

奄美群島振興開発基本方針

保 証 融 資

振興開発計画に基づく事業を行

う民間事業者等

国の財政上

の特別措置
各種施策

の推進

公共事業等の国土交通省

一括計上・国庫補助率嵩上

げ、奄美群島振興交付金等

地域の特性に応じた施策
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○○業業 務務

（（１１））保保証証業業務務

奄美群島において振興開発計画に基づく事業を行う中小規模の事業者等が、銀行その他の金融機

関から貸付け等を受けることについてその貸付金等にかかる債務の保証を行っています。

［［保保証証のの種種類類］］

①① 一一般般保保証証

事業者の実態に即した資金需要に対応するため業種、資金使途、保証期間等に細かい制約を設け

ず行うプロパー保証です。

②② 激激甚甚災災害害等等保保証証

台風等による不測の激甚災害等が発生した場合に対処するための保証です。

③③ 制制度度保保証証

鹿児島県独自の融資制度に基づく保証です。

【保証の種類及び条件等】

（単位：万円）

個 人 ・ 会 社

特 別 の 事 由

協同組合・特認等

個 人 ・ 会 社 運転資金 運転 5年(12月以内)

協 同 組 合 等 設備資金 設備 10年(24月以内)

年０.２９％～

年１.５９％(注3)

年０.１３％～

年１.５８％

運転資金 運転 5年( 6月以内) 年０.３９％～

設備資金 設備 7年( 6月以内) 年１.６９％(注3)

運転資金 運転 7年(24月以内) 年０.１３％～

設備資金 設備 10年(36月以内) 年１.５８％(注4)

年０.００％～

年１.２６％(注3)

年０.１３％～

年１.５８％(注3･5)

年０.１３％～

年１.５８％(注3･5)

運転資金 運転 7年(24月以内) 年０.１３％～

設備資金 設備 10年(36月以内) 年１.５８％(注3)

運転資金

設備資金

運転資金

設備資金

年０.００％～

年１.４０％

運転資金 運転 7年(24月以内) 年０.１３％～

設備資金 設備 10年(36月以内) 年１.５８％

⑴第1号～第4号・第6号 運転資金 運転 7年(24月以内) 年０.６５％

⑵第5号・第7号・第8号 設備資金 設備 10年(36月以内) 年０.６２％

運転資金 運転 15年(12月以内)

設備資金 設備 15年(12月以内)

運転資金 運転 15年(12月以内)(注8) 年０.１３％～

設備資金 設備 15年(12月以内)(注8) 年１.５８％

(注)

４．「創業支援資金」のうち女性や青年(30歳未満)による創業の場合の保証料率は、⑴⑵は年０．３６％、　⑶は年０．００％～年１．２６％となります。

５．「成長企業応援資金資金」の⑶のうち先端設備等導入関連保証の場合の保証料は０．６４％となります。

６．「成長企業応援資金資金」の⑶のうち先端設備等導入関連保証の場合は有担保割引対象外となります。

７．「事業再生支援資金」の融資対象が⑴のうち責任共有制度対象外の場合は年０．６８％となります。

８．「事業再生支援資金」の融資対象が⑵のうち新規融資分を含む場合の据置期間は24月以内となります。

９．鹿児島県制度保証の内、「新型コロナウィルス関連緊急経営対策資金」は令和２年４月１日から令和２年４月３０日受付分は対応しました。

保証の種類 保証対象 資金使途 限度額
使途・保証期間
(うち据置期間)

保証料率

一　般　保　証
運転資金

設備資金

年０.４５％～

年１.９０％
必要な期間

激甚災害等保証 年０.８７％

中小企業振興資金 中小企業者・組合

運転設備資金 運転設備 7年(12月以内)

設備資金 設備 15年(12月以内)

小規模企業活力応援資金 小規模企業者

創業支援資金

⑴国が認定した市町村等の特定支援事業による支援を受け

て新たに事業を開始するとき

中小企業者・組合

運転資金 運転 7年(12月以内)

年０.６８％(注4)

⑵商工団体の推薦を受けて１ヶ月以内に個人で、又は２ヶ

月以内に会社を設立して新たに事業を開始するとき
設備資金 設備 10年(12月以内)

⑶商工団体の推薦を受けて新たに事業を開始するとき

新事業チャレンジ資金

⑴独自の技術・特許等を生かして事業展開しようとすると

き

中小企業者・組合

運転資金 運転 7年(24月以内)

⑵経営革新計画の承認を受けて事業展開しようとするとき 設備資金 設備 10年(36月以内) 年０.３１％(注3)

⑷省エネルギー対策や再生可能エネルギーの導入でコスト

削減を図るとき

7年(24月以内)

年０.７９％(注3･5)

年０.６４％(注3･5)

設備 15年(36月以内)

中小企業者・組合

運転資金 運転

事業承継対策資金

⑴事業の承継をしようとするとき(承継後5年以内を含む)

⑵中小企業経営承継円滑化法に基づく認定を受けて事業承

継を行おうとするとき

⑶公的機関の支援を受けて事業承継計画を策定し、事業承

継を行おうとするとき

中小企業者・組合

成長企業応援資金

⑴国の認定を受けた経営力向上計画に基づいて事業を営む

とき

⑵県の承認を受けた地域経済牽引事業計画に基づいて事業

を営むとき

⑶IoT、AI、ロボットなどを用いた先端技術を導入し、労働

生産性、付加価値額又は売上高経常利益率の向上を図ると

き
設備資金

事業活動継続支援資金

耐震改修(耐震診断、補強設計を含む)に取り組むとき

中小企業者・組合

運転 7年(24月以内) 年０.００％

国の認定を受けた事業継続力強化計画等に基づいて、自然

災害等に対する事前対策(防災・減災等)を行おうとするも

の
設備 15年(36月以内) 年０.６３％

10年(36月以内)

緊急災害対策資金

⑴激甚法、災害救助法又は生活再建支援法の適用を受ける

災害により被災したとき

中小企業者・組合

運転設備資金 運転設備 7年(24月以内) 年０.００％

セーフティネット対応資金 中小企業者・組合

⑵知事特認災害により被災したとき 設備資金 設備

中小企業者・組合

年０.４８％(注7)

緊急経営対策資金 中小企業者・組合

３．「中小企業振興資金」の運転設備資金、「小規模企業活力応援資金」、「新事業チャレンジ資金」、「成長企業応援資金」、「事業承継対策資金」において国の「働き方改革・女性躍進の推進」に取り組

    む事業者で厚生労働省の認定を受けたもの、また知事が特に認める者は年０．１％引き下げ。

鹿
　
児
　
島
　
県
　
制
　
度
　
保
　
証

⑵国の条件変更改善型借換保証対応

１．保証料率は中小企業の経営状況に応じた料率体系となります。ただし、貸借対照表を作成していない事業者(個人、創業者)は一定料率となります。

２．最終的な保証料率は、中小企業者の定性要因(非財務要因)を加味し担保の提供のある中小企業者及び組合、 会計参与設置会社、公認会計士又は監査法人の監査を受けている事業者についてはそれぞれ年

    ０．１％引き下げ。(一部資金は除く)

事業再生支援資金

⑴国の事業再生計画実施関連保証対応

− 1− − 2−



（（２２））融融資資業業務務

奄美群島において振興開発計画に基づく事業を行う中小規模の事業者が、銀行その他金融

機関から資金の融通を受けることを困難とするもの及び政令で定める事業を行う事業者に

対する事業資金の貸付けを行っています。

［［資資金金のの種種類類］］

①① 長長期期資資金金

農・林業振興資金、水産業振興資金、観光関連産業振興資金、製糖企業合理化資金、流通・

加工業等振興資金、地域資源等振興資金、地域活性化・雇用促進資金があり、地域の特性を

活かした産業に対し長期低利資金の貸付けを行っています。

②② 短短期期資資金金

事業者が運転資金として必要とする１年以内の短期運転資金の貸付けを行っています。

【貸付の種類及び条件等】

（単位：百万円）

貸付の種類 貸付の限度額 資金使途・期間 貸付利率

農 ・ 林 業 振 興 資 金

個 人 （特認 ）

法人等 （特認 ）

組 合 （特認 ）

樹苗養成、椎茸類生産施設、木

材生産加工施設 年 月
以

内

農業用機械等 年 月
以

内

農地造成、取得、集出荷施設、

園芸栽培施設等 年 月
以

内

果樹植栽等 年 月
以

内

年 （％）

※

水 産 業 振 興 資 金

個 人 （特認 ）

法人等 （特認 ）

組 合 （特認 ）

漁船建造・取得 年 月
以

内

漁船改造等 年

養殖施設等 年 月
以

内

※

観光関連産業振興資金個人・法人等 （特認 ）
施設設備 年 月

以

内

経営安定改善 年 月
以

内

～

～

製 糖 企 業 合 理 化 資 金
原則として

所要資金の ％以内

施設設備 年 月
以

内

経営安定改善 年 月
以

内

～

流通・加工業等振興資金
（農林水産物の流通・加工業等）

個人・法人等 （特認 ）
施設設備 年 月

以

内

経営安定改善 年 月
以

内

～

～

地 域 資 源 等 振 興 資 金

個人・法人等 （特認 ）
施設設備 年 月

以

内

経営安定改善 年 月
以

内

～

～

地域活性化・雇用促進資金

個人・法人等 （特認 ）
施設設備 年 月

以

内

経営安定改善 年 月
以

内

～

～

運 転 資 金個人 、法人等
農林水産業

大島紬 製造･販売･加工業 年 ～

（注）１ 貸付利率は令和２年４月１３日現在。

設備資金の貸付利率は期間によって異なります。また、農・林業振興資金、水産業振興

資金については対象事業により別途、鹿児島県からの利子補給措置が図られています。

※印は利子補給後の利率です。

２ 資金使途・期間の（ ）はうち据置期間。

大島紬、黒糖焼酎等地域の特性を

活かした特産品並びに地域の資

源・技術等を活用した商品の製

造・販売業

情報通信産業、企業立地、雇用の

促進等地域活性化に資する事業
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２２．．組組 織織

【独立行政法人奄美群島振興開発基金組織及び事務分掌図】

５名

・基本方針の企画・立案総合調整

・予算、事業計画、事業報告

・資金の管理・運用

・組織、人事、給与、庶務全般

７名

・保証及び融資の相談・調査・審査

・保証及び融資の実行

・融資対象事業完了の確認

・保証債務、貸付債権の期中管理

・代位弁済の実行

３名

・貸付債権 長期延滞 及び承継債権の管理・回収

・求償債権の管理・回収

１名

・保証及び融資の相談・調査

・保証債務、貸付債権及び承継債権の管理・

回収

・求償債権の管理・回収

１名

・保証及び融資の相談・調査

・保証債務、貸付債権及び承継債権の管理・

回収

・求償債権の管理・回収

１名

・内部監査、業務改善等

【役職員数】

理 事 長 理 事
監 事

非常勤
職 員 計

名 名 名 名 名

※令和２年４月１日現在の実員である。

沖永良部事務所

理

事

長

監

事

内部監査担当

総務企画課

業 務 課

管 理 課

徳之島事務所

本

部

理

事
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３３．．原原 資資

（（１１））資資本本金金

資本金は、設立時の国からの承継債権（米国軍政下に群島民に供給されたガリオア物資に係

る債権等で、米国から日本政府に譲渡されたもの： 億 万円）のほか、国、鹿児島県及び

群島内市町村からの出資金によって構成されており、令和２年３月 日現在 億 万円と

なっています。

これらの出資金は、保証業務においては保証基金の造成による基本財産の充実、融資業務に

おいては、貸付財源の確保及び調達コストの引き下げ等の役割を果たしています。

【出資金の状況】

（単位：千円、％）

構成比

－ － － －

(うち産投出資) （－） （－） （－） （－）

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － － －

(うち産投出資) （－） （－） （－） （－） （－）

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － －

(うち産投出資) （－） （－） （－） （－）

－ － － －

－ － － －

－ － － －

鹿 児 島 県

群 島 内 市 町 村

合
計

国

鹿 児 島 県

群 島 内 市 町 村

計

融
資
業
務

国

R01年度末
累計

保
証
業
務

国

鹿 児 島 県

群 島 内 市 町 村

計

H29年度 R01年度H30年度H27年度

計

H28年度区分

− 5− − 6−



（（２２））承承継継債債権権

承継債権は奄美群島が昭和 年１月に日本本土から行政分離され、昭和 年 月に本土復帰

するまでの８年間の米国軍政下に発生したいわゆるガリオア物資の供給等に伴うものです。こ

の債権は、奄美群島の本土復帰により米国政府から日本政府に移転され、さらに奄美群島の産

業振興と住民福祉の向上に寄与することを目的として、本基金設立時に保証業務に要する資金

として出資されました。

この承継債権の回収金は、保証基金として奄美群島の産業振興に重要な役割を果たしており、

令和元年度末累計回収額は 億 万円となり、承継額（ 億 万円）に対する回収率は

となっています。

なお、ガリオア物資代に係る債権のうち承継時よりクレーム申立があった債権及び債務者の

実態が消滅している債権等については、回収不能であるとして昭和 年度に主務大臣の認可を

受けて債務免除の処理を行い、クレーム申立債権は現在ゼロとなっているほか、残存債権につ

いては、債務者の死亡あるいは高齢化等のため今後の回収は多くを期待できない状況にありま

す。

【承継債権の回収状況】

（単位：千円、％）

（（３３））保保証証基基金金

保証基金は、保証業務に対する出資金と保証業務の利益積立金等から構成されており、基本

財産に相当するものです。本基金の債務保証の最高限度額は業務方法書第４条により、この保

証基金の 倍と規定されています。

【保証基金の推移】

（単位：千円）

(S30～R01年度) 回収率 件数 金　額

ガ リ オ ア 物 資 代 － －

協同組合中央金庫貸付金 － － － －

復 興 金 融 基 金 貸 付 金 －

復興金融基金貸付金仮払金 － －

合　　　　　　　計

免除額のう

ちクレーム

申 立 額

差引残高
免 除 額種              類 承 継 額

回 収 額

H27年度末 H28年度末 H29年度末 H30年度末 R01年度末

保証勘定への出資金

△繰越欠損金等 △ 3,363,539 △ 3,338,265 △ 3,352,394 △ 3,408,191 △ 3,443,070

区　分

保証基金

− 5− − 6−



４４．．業業務務のの概概要要

（（１１））保保証証業業務務

①① 保保証証のの状状況況

本基金は、群島の特殊事情から群島産業の保証機関として第２次、第３次産業をはじめ、

第１次産業についても信用保証を行うなど他に類を見ない総合的保証機関としての役割

を果たしています。群島内事業者の多くは経営規模が零細で、収益力及び担保力が不足し

ていることから、金融機関からの融資に際し保証制度の利用が行われています。

令和元年度末の保証残高は 億 万円となっています。

【保証承諾の状況】

（単位：百万円）

②② 代代位位弁弁済済とと求求償償権権のの状状況況

代位弁済は、業務運営上の課題となっていましたが、近年は大型倒産等も少なく、また

各種金融施策の取組等も影響し比較的低位で推移しています。令和元年度においては、

千円と計画（ 千円）を下回ることとなっています。

求償権は、回収方策の早期着手、督促の励行等に努めているものの、令和元年度は不動

産処分による回収等が減少したため前年度を下回る結果となっています。求償権残高は代

位弁済の減少、償却処理等の結果、減少傾向にあります。

今後も延滞保証債務の解消、新規発生の未然防止、適切な代位弁済を図るとともに、求

償権の回収増加を図り、業務の健全な運営に努めることとしています。

【代位弁済額等の状況】

（単位：千円、％）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

一般保証

制度保証

計

一般保証

制度保証

計

R01年度

残
高

区分

承
諾
額

H30年度H28年度 H29年度H27年度

代 位 弁 済 額

（代位弁済 率）

求 償 権 回 収 額

求 償 権 償 却 額

期末求償権 残高

H28年度 H29年度 R01年度区分 H30年度H27年度
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③③ 業業種種別別保保証証状状況況
（単位：件、千円、％）

④④ 市市町町村村別別保保証証状状況況
（単位：件、千円、％）

件数 金額 構成比 件数 金額 構成比 件数 金額 構成比 件数 金額 構成比

旧 名 瀬 市

旧 笠 利 町

旧 住 用 村

※累計は独立行政法人化（平成16年度下期）以降のものである。
※金額、構成比は単位未満四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。

合　　　計

令和元年度末残高

喜 界 町

区分

奄 美 市

宇 検 村

令和元年度 累計平成30年度

与 論 町

知 名 町

和 泊 町

伊 仙 町

天 城 町

龍 郷 町

瀬 戸 内 町

大 和 村

徳 之 島 町

件数 金額 構成比 件数 金額 構成比 件数 金額 構成比 件数 金額 構成比

農 林 漁 業

鉱 業

建 設 業

食 料 品 工 業

繊 維 品 工 業

木材・木製品工業

そ の 他 の 工 業

運 送 倉 庫 業

卸 売 業

小 売 業

サ ー ビ ス 業

そ の 他 の 産 業

※累計は独立行政法人化（平成16年度下期）以降のものである。
※金額、構成比は単位未満四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。

令和元年度末残高累計
区分

令和元年度平成30年度

運 転 ・ 設 備 資 金

運 転 資 金

設 備 資 金

第 １ 次 産 業

合　　　計

第 ２ 次 産 業

第 ３ 次 産 業

− 7− − 8−



（（２２））融融資資業業務務

①① 貸貸付付のの状状況況

本基金は、第１次産業はさとうきび、畜産、園芸、漁船及び水産養殖、第２・３次産業

は、大島紬、黒糖焼酎、観光、流通・加工及び地域資源活用型産業等に長期、低利の貸付

を行っており、地域の特性を活かした産業の振興に重点を置いていることが大きな特徴と

なっています。

令和元年度末の貸付残高は、 億 万円となっています。

【貸付の状況】

（単位：百万円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

一次産業

二次産業

三次産業

計

一次産業

二次産業

三次産業

計

貸
付
額

R01年度

貸
付
残
高

区分
H30年度H27年度 H28年度 H29年度

− 9− − 10 −



（（２２））融融資資業業務務

①① 貸貸付付のの状状況況

本基金は、第１次産業はさとうきび、畜産、園芸、漁船及び水産養殖、第２・３次産業

は、大島紬、黒糖焼酎、観光、流通・加工及び地域資源活用型産業等に長期、低利の貸付

を行っており、地域の特性を活かした産業の振興に重点を置いていることが大きな特徴と

なっています。

令和元年度末の貸付残高は、 億 万円となっています。

【貸付の状況】

（単位：百万円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

一次産業

二次産業

三次産業

計

一次産業

二次産業

三次産業

計

貸
付
額

R01年度

貸
付
残
高

区分
H30年度H27年度 H28年度 H29年度

②② 資資金金別別融融資資状状況況
（単位：件、千円、％）

③③ 市市町町村村別別融融資資状状況況
（単位：件、千円、％）

件数 金額 構成比 件数 金額 構成比 件数 金額 構成比 件数 金額 構成比

農 ・ 林 業 振 興 資 金

水 産 業 振 興 資 金

観光関連 産業 振興 資金

製 糖 企 業 合 理 化 資 金

流通・加工業等振興資金

地 域 資 源 等 振 興 資 金

地 域 活 性 化 ・ 雇 用 促 進 資 金

一 般 農 業 振 興 資 金

大島紬等特産品振興資金

そ の 他

運 転 資 金

（注）１．累計は独立行政法人化以降のものである。

　　　２．平成21年度より「一般農業振興資金」と「林業振興資金」は統合、「自立経営農家育成資金」は廃止。

　　　３．「大島紬等特産品振興資金」は廃止、貸付対象事業の「地域資源等振興資金」へ統合。

　　　４．新たに平成21年度より「地域活性化・雇用促進資金」を創設。

   ※金額、構成比は単位未満四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。

累計 令和元年度末残高平成30年度

長 期 資 金

令和元年度

合　　　計

短 期 資 金

区分

件数 金額 構成比 件数 金額 構成比 件数 金額 構成比 件数 金額 構成比

旧 名 瀬 市

旧 笠 利 町

旧 住 用 村

※累計は独立行政法人化以降のものである。
※金額、構成比は単位未満四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。

令和元年度末残高平成30年度

合　　　計

喜 界 町

区分

奄 美 市

累計

与 論 町

知 名 町

和 泊 町

伊 仙 町

天 城 町

徳 之 島 町

令和元年度

宇 検 村

大 和 村

龍 郷 町

瀬 戸 内 町

− 9− − 10 −



５５．．損損益益及及びび財財務務状状況況（（平平成成 ・・令令和和元元事事業業年年度度））

（（１１））貸貸借借対対照照表表（（保保証証勘勘定定））

（単位：円）

平成30事業年度末 令和元事業年度末

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

現金及び預金

前払費用

未収収益

流動資産合計

Ⅱ 固定資産

１有形固定資産

建物

減価償却累計額 △ 16,116,062 △ 17,298,216

車両運搬具

減価償却累計額 △ 1,694,831 △ 1,347,738

器具及び備品

減価償却累計額 △ 2,994,955 △ 3,767,927

土地

有形固定資産合計

２無形固定資産

３投資その他の資産

投資有価証券

求償権

求償権償却引当金 △ 659,544,901 △ 597,004,190

敷金・保証金

投資その他の資産合計

固定資産合計

Ⅲ 保証債務見返

短期保証債務見返

長期保証債務見返

保証債務見返合計

資産合計

電話加入権

ソフトウェア仮勘定

科　　　　　目

仮払金

無形固定資産合計

ソフトウェア

有価証券

− 11 − − 12 −



（単位：円）

平成30事業年度末 令和元事業年度末

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

未払金

未払費用

前受収益

仮受金

損失補償納付金

引当金

賞与引当金

保証債務損失引当金

流動負債合計

Ⅱ 固定負債

長期前受収益

損失補償補てん金

引当金

退職給付引当金

保証債務損失引当金

固定負債合計

Ⅲ 保証債務

短期保証債務

長期保証債務

保証債務合計

（純資産の部）

Ⅰ 資本金

政府出資金

地方公共団体出資金

資本金合計

Ⅱ 繰越欠損金

当期未処理損失 △ 3,421,220,064 △ 3,450,982,907

（うち当期総利益又は当期総損失（△）） (△ 34,390,582) (△ 29,762,843)

繰越欠損金合計 △ 3,421,220,064 △ 3,450,982,907

負債純資産合計

科　　　　　目

負債合計

純資産合計

− 11 − − 12 −



（（２２））損損益益計計算算書書（（保保証証勘勘定定））

（単位：円）

平成30事業年度 令和元事業年度

引当金繰入

引当金繰入合計

役員報酬
職員給与
法定福利費
旅費交通費
電算関係費
業務諸費
公租公課
支払手数料
賞与引当金繰入
退職給付引当金繰入
減価償却費

一般管理費合計

貸倒損失合計
経常費用合計

保証料収入
損害金収入
責任共有負担金収入
引当金戻入

求償権償却引当金戻入
保証債務損失引当金戻入

引当金戻入合計

財務収益合計
償却求償権取立益
償却承継債権取立益

経常収益合計
経常利益又は経常損失（△） △ 34,351,176 △ 29,724,393

臨時損失合計

当期純利益又は当期純損失（△） △ 34,390,582 △ 29,762,843
当期総利益又は当期総損失（△） △ 34,390,582 △ 29,762,843

臨時損失
固定資産除却損

一般管理費

貸倒損失
求償権償却損失

雑益

科　　　　　目

求償権償却引当金繰入

経常費用

経常収益

財務収益
受取利息
有価証券利息

− 13 − − 14 −



（（３３））キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書（（保保証証勘勘定定））

（単位：円）

平成30事業年度 令和元事業年度

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

保証料収入

損害金収入

責任共有負担金収入

求償権の回収による収入

償却求償権の回収による収入

償却承継債権の回収による収入

その他の業務収入

人件費支出 △ 72,880,824 △ 79,183,315

業務経費支出 △ 24,480,006 △ 24,309,507

代位弁済による支出 △ 27,729,597 △ 6,567,358

その他の業務支出 △ 2,884,702 △ 1,674,437

△ 42,714,563 △ 38,622,324

利息の受取額

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 24,456,627 △ 20,232,576

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 200,000,000

定期預金の払戻による収入

有価証券の取得による支出 △ 299,450,000 △ 199,100,000

有形固定資産の取得による支出 △ 1,332,180 △ 6,036,160

その他の投資活動による支出 △ 9,810

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 405,145,970

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金増加額 △ 425,378,546

Ⅴ 資金期首残高

Ⅵ 資金期末残高

小　　　計

科　　　　　目

− 13 − − 14 −



（（４４））貸貸借借対対照照表表（（融融資資勘勘定定））

（単位：円）

平成30事業年度末 令和元事業年度末

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

現金及び預金

前払費用

未収収益

短期貸付金

貸倒引当金 △ 1,603,149 △ 2,269,425

流動資産合計

Ⅱ 固定資産

１有形固定資産

建物

減価償却累計額 △ 1,937,114 △ 2,123,220

車両運搬具

減価償却累計額 △ 1,922,538 △ 1,922,538

器具及び備品

減価償却累計額 △ 3,418,799 △ 4,052,684

有形固定資産合計

２無形固定資産

３投資その他の資産

長期貸付金

  貸倒引当金 △ 573,271,786 △ 562,060,732

敷金・保証金

投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

電話加入権

ソフトウェア仮勘定

ソフトウェア

科　　　　　目

仮払金

無形固定資産合計

− 15 − − 16 −



（単位：円）

平成30事業年度末 令和元事業年度末

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

未払金

未払費用

前受収益

仮受金

引当金

賞与引当金

流動負債合計

Ⅱ 固定負債

引当金

退職給付引当金

固定負債合計

（純資産の部）

Ⅰ 資本金

政府出資金

地方公共団体出資金

資本金合計

Ⅱ 繰越欠損金

当期未処理損失 △ 2,582,195,750 △ 2,609,724,317

（うち当期総利益又は当期総損失（△）） (△ 23,001,232) (△ 27,528,567)

繰越欠損金合計 △ 2,582,195,750 △ 2,609,724,317

負債純資産合計

科　　　　　目

負債合計

純資産合計

− 15 − − 16 −



（（５５））損損益益計計算算書書（（融融資資勘勘定定））

（単位：円）

平成30事業年度 令和元事業年度

役員報酬
職員給与
法定福利費
旅費交通費
電算関係費
業務諸費
公租公課
支払手数料
賞与引当金繰入
退職給付引当金繰入
減価償却費

一般管理費合計

貸倒損失合計
経常費用合計

貸付金利息収入
引当金戻入

貸倒引当金戻入
引当金戻入合計

財務収益合計
償却貸付金取立益

経常収益合計
経常利益又は経常損失（△） △ 23,001,232 △ 27,528,567

当期純利益又は当期純損失（△） △ 23,001,232 △ 27,528,567
当期総利益又は当期総損失（△） △ 23,001,232 △ 27,528,567

科　　　　　目

貸倒損失

経常費用
一般管理費

貸倒損失

雑益

経常収益

財務収益
受取利息

− 17 − − 18 −



（（６６））キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書（（融融資資勘勘定定）） 

（単位：円）

平成30事業年度 令和元事業年度

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

貸付金利息収入

貸付金の回収による収入

償却貸付金の回収による収入

その他の業務収入

人件費支出 △ 72,880,826 △ 79,183,204

業務経費支出 △ 23,623,659 △ 23,976,338

貸付けによる支出 △ 831,212,000 △ 848,150,000

その他の業務支出 △ 700,000 △ 1,445,032

利息の受取額

業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 900,000,000

定期預金の払戻による収入

有形固定資産の取得による支出 △ 1,332,180 △ 3,740,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 903,740,000

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金増加額 △ 673,029,988

Ⅴ 資金期首残高

Ⅵ 資金期末残高

小　　　計

科　　　　　目

− 17 − − 18 −



（（７７））貸貸借借対対照照表表（（総総括括））

（単位：円）

平成30事業年度末 令和元事業年度末

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

現金及び預金

前払費用

未収収益

短期貸付金

貸倒引当金 △ 1,603,149 △ 2,269,425

流動資産合計

Ⅱ 固定資産

１有形固定資産

建物

減価償却累計額 △ 18,053,176 △ 19,421,436

車両運搬具

減価償却累計額 △ 3,617,369 △ 3,270,276

器具及び備品

減価償却累計額 △ 6,413,754 △ 7,820,611

土地

有形固定資産合計

２無形固定資産

３投資その他の資産

投資有価証券

長期貸付金

  貸倒引当金 △ 573,271,786 △ 562,060,732

求償権

求償権償却引当金 △ 659,544,901 △ 597,004,190

敷金・保証金

投資その他の資産合計

固定資産合計

Ⅲ 保証債務見返

短期保証債務見返

長期保証債務見返

保証債務見返合計

資産合計

電話加入権

ソフトウェア仮勘定

科　　　　　目

仮払金

無形固定資産合計

ソフトウェア

有価証券

− 19 − − 20 −



（単位：円）

平成30事業年度末 令和元事業年度末

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

未払金

未払費用

前受収益

仮受金

損失補償納付金

引当金

賞与引当金

保証債務損失引当金

流動負債合計

Ⅱ 固定負債

長期前受収益

損失補償補てん金

引当金

退職給付引当金

保証債務損失引当金

固定負債合計

Ⅲ 保証債務

短期保証債務

長期保証債務

保証債務合計

（純資産の部）

Ⅰ 資本金

政府出資金

地方公共団体出資金

資本金合計

Ⅱ 繰越欠損金

当期未処理損失 △ 6,003,415,814 △ 6,060,707,224

（うち当期総利益又は当期総損失（△）） (△ 57,391,814) (△ 57,291,410)

繰越欠損金合計 △ 6,003,415,814 △ 6,060,707,224

負債純資産合計

科　　　　　目

負債合計

純資産合計

− 19 − − 20 −



（（８８））損損益益計計算算書書（（総総括括））

（単位：円）

平成30事業年度 令和元事業年度

引当金繰入

引当金繰入合計

役員報酬
職員給与
法定福利費
旅費交通費
電算関係費
業務諸費
公租公課
支払手数料
賞与引当金繰入
退職給付引当金繰入
減価償却費

一般管理費合計

貸倒損失合計
経常費用合計

貸付金利息収入
保証料収入
損害金収入
責任共有負担金収入
引当金戻入

貸倒引当金戻入
求償権償却引当金戻入
保証債務損失引当金戻入

引当金戻入合計

財務収益合計
償却貸付金取立益
償却求償権取立益
償却承継債権取立益

経常収益合計
経常利益又は経常損失（△） △ 57,352,408 △ 57,252,960

臨時損失合計

当期純利益又は当期純損失（△） △ 57,391,814 △ 57,291,410
当期総利益又は当期総損失（△） △ 57,391,814 △ 57,291,410

科　　　　　目

貸倒損失

求償権償却引当金繰入

経常費用

求償権償却損失

一般管理費

貸倒損失

有価証券利息

雑益

経常収益

財務収益
受取利息

臨時損失
固定資産除却損

− 21 − − 22 −



（（９９））キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書（（総総括括）） 

（単位：円）

平成30事業年度 令和元事業年度

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

貸付金利息収入

保証料収入

損害金収入

責任共有負担金収入

貸付金の回収による収入

求償権の回収による収入

償却貸付金の回収による収入

償却求償権の回収による収入

償却承継債権の回収による収入

その他の業務収入

人件費支出 △ 145,761,650 △ 158,366,519

業務経費支出 △ 48,103,665 △ 48,285,845

代位弁済による支出 △ 27,729,597 △ 6,567,358

貸付けによる支出 △ 831,212,000 △ 848,150,000

その他の業務支出 △ 3,584,702 △ 3,119,469

利息の受取額

業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 1,100,000,000

定期預金の払戻による収入

有価証券の取得による支出 △ 299,450,000 △ 199,100,000

有形固定資産の取得による支出 △ 2,664,360 △ 9,776,160

その他の投資活動による支出 △ 9,810

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,308,885,970

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金増加額 △ 1,098,408,534

Ⅴ 資金期首残高

Ⅵ 資金期末残高

小　　　計

科　　　　　目

− 21 − − 22 −



（（ ））リリススクク管管理理債債権権のの状状況況

【保証業務】 （単位：千円）

平成31年3月末 令和２年3月末 比較増減

△ 67,882

△ 61,761

△ 2,032

△ 22,449

△ 154,124

△ 168,099

△ 2.42%

△ 78,274

△ 2.13%

【融資業務】 （単位：千円）

平成31年3月末 令和２年3月末 比較増減

△ 98,259

△ 78,446

△ 112,633

△ 265,245

△ 12,982

△ 0.04%

【合  計】 （単位：千円）

平成31年3月末 令和２年3月末 比較増減

△ 7,696

△ 160,020

△ 100,895

△ 266,757

△ 433,344

△ 0.75%

△ 91,256

△ 0.83%

      ２．単位未満を切り捨てているので、合計は端数において一致しません。

      ３．それぞれの債権の内容は次のとおりです。

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

区　　　分

破綻先債権額（Ａ）

破 綻 先 債 権

破綻先債権額（Ａ）

区　　　分

延滞債権（Ｂ）

３ヵ月以上延滞債権額（Ｃ）

貸出条件緩和債権額（Ｄ）

リスク管理債権にかかる引当金残高（G）
総残高に占める割合（引当金控除後）((E)-（G))／((F)-(G))×100

総残高に占める割合（Ｅ）／（Ｆ）×100

延滞債権（Ｂ）

３ヵ月以上延滞債権額（Ｃ）

貸出条件緩和債権額（Ｄ）

合計(Ｅ)＝(Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ)＋(Ｄ)

総残高（Ｆ）

総残高（Ｆ）

合計(Ｅ)＝(Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ)＋(Ｄ)

総残高に占める割合（Ｅ）／（Ｆ）×100

リスク管理債権にかかる引当金残高（G）
総残高に占める割合（引当金控除後）((E)-（G))／((F)-(G))×100

区　　　分

破綻先債権額（Ａ）

延滞債権（Ｂ）

３ヵ月以上延滞債権額（Ｃ）

貸出条件緩和債権額（Ｄ）

合計(Ｅ)＝(Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ)＋(Ｄ)

総残高（Ｆ）

総残高に占める割合（Ｅ）／（Ｆ）×100

リスク管理債権にかかる引当金残高（G）
総残高に占める割合（引当金控除後）((E)-（G))／((F)-(G))×100

会社更生法、民事再生法による更正・再生手続開始の申立て、破産

の申立てまたは整理開始・特別清算の申立てなどの事由が生じてい

る貸出金

（注）１．「リスク管理債権」は、担保等による保全の有無にかかわらず開示対象としているため、開示額は回収不能額

　　　　を表すものではありません。

延 滞 債 権

３ ヶ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権 （Ｄ）

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利と

なる取り決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月

以上延滞債権に該当しないもの

元本または利息の支払が、約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞し

ている貸出金で、破綻先債権、延滞債権に該当しないもの

元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の

事由により、元本または利息の取立または弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸出金で、破綻先債権及び債務者

の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予し

ている貸出金を除く

− 23 − − 24 −



６６．．役役職職員員のの報報酬酬・・給給与与等等のの状状況況

（（１１））役役員員のの報報酬酬

（（２２））職職員員のの給給与与

（（３３））給給与与、、報報酬酬等等支支給給総総額額 

理事長 理　事 監　事 役員数 職員数

－ 2人 18人

（注）１．年間報酬には、諸手当（賞与）を含む。

常勤役員の年間報酬の状況（千円） （参考）

      ２．「職員数」は、令和２年４月１日現在の常勤職員数である。

令和元年度 平成30年度 対前年度比

対国家公務員ラスパイレス指数平均年間給
与額(千円)

平均年齢
（歳）

対象人員数
（人）

（注）　「対国家公務員ラスパイレス指数」は、本基金の職員給与を、国家公務員（行
　　　政職（一））の給与と比較し、本基金の年齢階層別人員構成をウエイトとして用
　　　いて算出した指数（法人基準年齢階層ラスパイレス指数）である。

増減額（千円） 対前年度比（％）

給与、報酬等支給総額

令和元年度
(千円)

平成30年度
(千円)

対前年度比較増△減

（注）　「給与、報酬等支給総額」とは、本基金の全ての常勤役員及び全ての常勤職員
　　　に係る当該年度に支給した報酬（給与）、賞与、その他の手当の合計である。

− 23 − − 24 −



（参考資料）

奄奄 美美 群群 島島 のの 概概 要要
１１．．地地理理的的特特性性

○奄美群島とは、鹿児島市の南西約 ㎞～ ㎞に広がる有人島８島（大島本島、喜界島、徳之

島、沖永良部島、与論島外３島）の総称。

○総面積は、 ㎡（大島本島は ㎡で沖縄本島、佐渡島に次ぐ面積）。

○気象は、亜熱帯気候で、四季を通じて温暖（平均気温 ℃）。

○台風の常襲地帯（平成 ～令和元年（５ヶ年）の接近（ ㎞以内）回数＝ 回）。

２２．．沿沿 革革

昭和 年：連合軍司令部の覚書により、沖縄とともに日本本土と行政分離されアメリカ合衆国

軍政下におかれた。

昭和 年：日本に返還され、鹿児島県の行政管理下に編入された。

昭和 年：奄美群島復興特別措置法公布（以後、５年ごとに改正が行われ、期限延長）。

昭和 年：奄美群島振興特別措置法と改称。

昭和 年：奄美群島振興開発特別措置法と改称（存置期限＝令和６年３月 日）。

３３．．現現 況況

○人口 人（平成 年国勢調査）

○行政組織 １市９町２村（鹿児島県大島支庁が奄美市に設置されている。）

○主要指標

○奄美群島の主要産業生産額の推移

年次 奄美 鹿児島県 沖縄県 全国
人口増加率（ ／ ） （％） △ 46.4 △ 19.4

才 以 上 人 口 構 成 比 （％）
人 口 １ 人 当 た り 所 得（千円）
対 全 国 格 差 （％）
生 活 保 護 率 （‰）

　資料：奄美群島の概況
市 町 村 財 政 力 指 数

項目

（単位：百万円、千反、千人、％）

伸び率

H17年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

さ と う き び
野 菜
花 き
果 樹
そ の 他

肉 用 牛
豚

そ の 他

－ －
－ －

－ － － － － －

－ － －
　  注：単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。

　資料：「令和元年度奄美農林水産業の動向」、「奄美群島の概況」

※

区      分

農 業 生 産 額 （ ）
耕 種

生　　　　　　　産　　　　　　　額

「農業生産額(A)」は「令和元年度奄美農林水産業の動向」を参照、それ以外については「奄美群島の概

況」を参照している。なお、30年度の「漁業生産額(C)」、27年度～30年度の養殖業及び、29年度、30年度

の「建設業総生産」の額は、現時点において公表されていない。

「漁業生産額(C)」、「大島紬生産額(D)」は暦年（1月から12月）の実績を記載している。

入 込 客
建 設 業 総 生 産

畜 産

林 業 生 産 額 （ ）
漁 業 生 産 額 （ ）

漁 船 漁 業

焼 酎 移 出 額 （ ）
計（A+B+C+D+E）

養 殖 業
大 島紬 生産 額（ ）

生 産 反 数
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喜界島

喜界空港

奄美空港

加計呂麻島

請島

与論島

与論港
与論空港

至沖縄

至鹿児島

至鹿児島

至鹿児島

141㎞

46㎞

54㎞

109㎞

383㎞

380㎞75㎞

至沖縄

至沖縄

名瀬

浦

赤木名

湯湾
大和浜

西仲間

古仁屋

奄美大島

与路島

徳之島

平土野
平土野港

徳之島空港

和泊
沖永良部空港

知名

茶花

亀津

亀津港
伊仙

沖永良部島

鹿児島

大隅諸島 種
子
島

屋久島

吐  

喝  

喇  

列  

島

東
　
支
　
那
　
海

太
　
　
　
平
　
　
　
洋

喜界島

30゜

29゜

28゜

27゜

130゜129゜128゜

大島本島

徳之島

沖永良部島

与論島

沖縄

100

奄美群島位置図

湾湾港

至
鹿
児
島

至
鹿
児
島

至
福
岡

至
大
阪

至
鹿
児
島

至
東
京

至
鹿
児
島

奄 美 群 島 概 況 図

大
島
本
島

喜 界 島
徳 之 島
沖 永 良 部 島
与 論 島

奄 美 群 島 計

本 島
加計呂麻島
与 路 島
請 島
小 計

周囲

㎞
461.0
147.5
18.4
24.8
651.7
50.0
89.2
55.8
23.7

870.4

総　面　積

㎢
712.35
77.25
9.35
13.34
812.29
56.76
247.85
93.65
20.56

1,231.11

構成比
％

57.9
6.3
0.8
1.1
66.0
4.6
20.1
7.6
1.7

100.0

人　口

人
61,256

-
-
-

61,256
7,212
23,497
12,996
5,186

110,147

区　　別

資料：周　囲…「2015離島統計年報」
　　 総面積…国土地理院
 人　口…平成27年国勢調査

島　別　概　況

和泊港
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